
中間監査基準の改訂に関する意見書 

令 和 ２ 年 11 月 ６ 日 

企 業 会 計 審 議 会 



企 業 会 計 審 議 会 委 員 名 簿 

（令和２年 11 月６日現在） 

 氏  名 現           職 

会 長 徳賀 芳弘 京都大学経営管理研究部教授 

委 員 岡田 譲治 (公社)日本監査役協会最高顧問 

 川村 雄介 日本証券業協会 特別顧問 

 住田 清芽 公認会計士 

 関根 愛子 公認会計士 

 中川 順子
野村アセットマネジメント(株)  

CEO 兼 代表取締役社長 

 野崎 邦夫 住友化学(株)監査役

 橋 本  尚
青山学院大学大学院 

会計プロフェッション研究科教授 

 八田 進二
青山学院大学名誉教授 

大原大学院大学会計研究科教授 

 林田 英治
(公財)財務会計基準機構理事長 兼 

JFE ホールディングス(株)特別顧問 

 挽  文 子 一橋大学大学院経営管理研究科教授 

 水口 啓子 (株)日本格付研究所審議役 

 弥永 真生 筑波大学ビジネスサイエンス系教授

〔５０音順、敬称略〕



企業会計審議会  監査部会委員等名簿 

（令和２年 11 月６日現在） 

 氏  名 現           職 

部 会 長 八田 進二
青山学院大学名誉教授 

大原大学院大学会計研究科教授 

委 員 岡田 譲治 (公社)日本監査役協会最高顧問 

 住田 清芽 公認会計士 

 水口 啓子 (株)日本格付研究所審議役 

 弥永 真生 筑波大学ビジネスサイエンス系教授 

臨 時 委 員 井口 譲二

ニッセイアセットマネジメント(株) 

チーフ・コーポレート・ガバナンス・オフィサー 

統括部長

 今給黎 真一 (株)日立製作所財務統括本部担当本部長 

 大瀧 晃栄 SMBC 日興証券(株)株式調査部シニアアナリスト 

 大野 和人 (公社)日本監査役協会専務理事 

 荻原 紀男 (株)豆蔵ホールディングス代表取締役会長兼社長 

 小畑 良晴 (一社)日本経済団体連合会経済基盤本部長 

 紙谷 孝雄 公認会計士 

 熊谷 五郎
みずほ証券(株) 

グローバル戦略部産官学連携室上級研究員 

 手 塚  正 彦 日本公認会計士協会会長 

 中西 和幸 弁護士 

 初川 浩司 公認会計士 

 林  隆 敏 関西学院大学教授 

 林田 晃雄 読売新聞東京本社調査研究本部主任研究員 

 町田 祥弘 青山学院大学大学院教授 

 松本 祥尚 関西大学大学院教授 

 吉 見  宏 北海道大学大学院教授 

幹 事 渡 辺  諭 法務省民事局参事官 

〔５０音順、敬称略〕



1 

中間監査基準の改訂について 

令和２（2020）年 11 月６日 

企 業 会 計 審 議 会 

一 経 緯

近年の公認会計士・監査審査会の検査結果において、重要な虚偽表示のリスクの

評価に係る手続や特別な検討を必要とするリスクに対応する手続が適切に実施さ

れていないとの指摘がなされている。また、会計上の見積りに関して、経営者の使

用した仮定の合理性の検討が不十分であるなど、重要な虚偽表示のリスクに対応す

る監査手続が不十分との指摘もなされている。リスク・アプローチに基づく監査の

実施においては、リスク評価が決定的に重要であることから、特別な検討を必要と

するリスクを含む重要な虚偽表示のリスクの評価について、その強化を図ることが

必要である。同時に、会計上の見積りについては、適切に評価されたリスクに対応

した深度ある監査手続が必要と考えられる。監査基準をめぐる国際的な動向をみて

も、世界的な金融危機を契機として会計上の見積りに係る基準が改訂されるととも

に、実務における適用状況を踏まえリスク評価に関する基準の改訂がなされたとこ

ろである。こうした動向を踏まえ、我が国においても、国際的な監査基準との整合

性を確保しつつ、監査の質の向上を図ることが必要であると判断した。 

以上のことから、当審議会は、リスク・アプローチに関する論点について審議を

行い、令和２（2020）年３月、監査部会において公開草案を公表し、広く各界の意

見を求めた。当審議会では、寄せられた意見を参考としつつ、更に審議を行い、公

開草案の内容を一部修正して、これを「中間監査基準の改訂に関する意見書」とし

て公表することとした。 

二 主な改訂点とその考え方

監査基準の改訂においては、財務諸表項目レベルにおける重要な虚偽表示のリス

クの評価に当たっては固有リスクと統制リスクを分けて評価すること、特別な検討

を必要とするリスクの定義を固有リスクの評価を踏まえたものとすること、また、

会計上の見積りについては経営者が行った見積りに対する監査手続を明確にする

こととされている。 

監査基準は中間監査にも準用され、中間監査基準では主に中間監査において特有

の取扱いが必要な事項に関する指示を明らかにすることとする考え方は変わるも

のではないことを踏まえ、今般、中間監査基準に所要の改訂を行うものとした。 

 なお、中間監査は、年度監査と同程度の信頼性を保証するものではないものの、

年度監査の一環として実施することから、中間財務諸表に係る投資者の判断を損な

わない程度の信頼性を保証する監査という位置づけは変わらないこと、今回の改訂

に係る部分を除いて、平成 14（2002）年及び平成 17（2005）年の改訂における「監

査基準の改訂について」及び「中間監査基準の改訂について」に記載されているリ

スク・アプローチの概念や考え方は踏襲されていることに留意が必要である。 
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三 実施時期等

１ 改訂中間監査基準は、令和４（2022）年９月に終了する中間会計期間に係る中

間財務諸表の中間監査から実施する。ただし、それ以前の中間会計期間に係る中

間財務諸表の中間監査から実施することを妨げない。

２ 改訂中間監査基準の実施に当たり、関係法令において所要の整備を行うことが

適当である。 

３ 改訂中間監査基準を実務に適用するに当たって必要となる実務の指針につい

ては、日本公認会計士協会において、関係者とも協議の上、適切な手続の下で、

早急に作成されることが要請される。 
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中 間 監 査 基 準 

第一 中間監査の目的 

中間監査の目的は、経営者の作成した中間財務諸表が、一般に公正妥当と認められ

る中間財務諸表の作成基準に準拠して、企業の中間会計期間に係る財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているかどうかについ

て、監査人が自ら入手した監査証拠に基づいて判断した結果を意見として表明するこ

とにある。 

 中間財務諸表が有用な情報を表示している旨の監査人の意見は、中間財務諸表には、

全体として投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないということについ

て、合理的な保証を得たとの監査人の判断を含んでいる。 

第二 実施基準 

１ 監査人は、原則として、当該中間財務諸表が属する年度の財務諸表の監査に係

る監査計画の一環として中間監査に係る監査計画を策定するものとする。ただし、

中間監査に当たり、中間財務諸表に係る投資者の判断を損なわない程度の信頼性

についての合理的な保証を得ることのできる範囲で、中間監査リスクを財務諸表

の監査に係る監査リスクよりも高く設定することができる。 

２ 監査人は、広く中間財務諸表全体に関係し特定の財務諸表項目のみに関連づけ

られない重要な虚偽表示のリスクがあると判断した場合、そのリスクの程度に応

じて、補助者の増員、専門家の配置、適切な監査時間の確保等の全般的な対応を

中間監査に係る監査計画に反映させなければならない。 

３ 監査人は、中間監査リスクを合理的に低い水準に抑えるために、中間財務諸表

における重要な虚偽表示のリスクを評価し、発見リスクの水準を決定するととも

に、当該発見リスクの水準に対応した適切な監査手続を実施しなければならない。 

４ 監査人は、中間監査に係る自己の意見を形成するに足る基礎を得るために、経

営者が提示する中間財務諸表項目に対して監査要点を設定し、これらに適合した

十分かつ適切な監査証拠を入手しなければならない。 

５ 監査人は、中間監査に係る発見リスクの水準を財務諸表の監査に係る発見リス

クの水準よりも高くすることができると判断し、財務諸表の監査に係る監査手続

の一部を省略する場合であっても、分析的手続等を中心とする監査手続は実施し

なければならない。 

６ 監査人は、中間監査に係る発見リスクの水準を財務諸表の監査に係る発見リス

クの水準よりも高くすることができないと判断した場合には、分析的手続等を中

心とする監査手続に加えて必要な実証手続を適用しなければならない。 

７ 監査人は、虚偽の表示が生じる可能性と当該虚偽の表示が生じた場合の金額的

及び質的影響の双方を考慮して、固有リスクが最も高い領域に存在すると評価し

た場合には、そのリスクを特別な検討を必要とするリスクとして取り扱わなけれ
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ばならない。特に、監査人は、会計上の見積りや収益認識等の判断に関して財務

諸表に重要な虚偽の表示をもたらす可能性のある事項、不正の疑いのある取引や

特異な取引等、特別な検討を必要とするリスクがあると判断した場合には、その

リスクが中間財務諸表における重要な虚偽表示をもたらしていないかを確かめ

るための実証手続を実施しなければならない。 

８ 監査人は、前事業年度の決算日において、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況が存在し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められた場合には、当該事象又は状況の変化並びにこれらに係る経営者の評価

及び対応策の変更について検討しなければならない。 

９ 監査人は、前事業年度の決算日において、継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められなかったものの、当中間会計期間において、継続企業の前提に重

要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在すると判断した場合には、当該

事象又は状況に関して、合理的な期間について経営者が行った評価及び対応策に

ついて検討した上で、なお継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

か否かを検討しなければならない。 

10 監査人は、中間財務諸表を作成する責任は経営者にあること、中間財務諸表を

作成するための内部統制を整備及び運用する責任は経営者にあること、経営者が

採用した会計方針及び中間財務諸表の作成に関する基本的事項、経営者は中間監

査の実施に必要な資料を全て提示したこと及び監査人が必要と判断した事項に

ついて、経営者から書面をもって確認しなければならない。 

11 監査人は、他の監査人を利用する場合には、中間監査に係る監査手続を勘案し

て、当該他の監査人に対して必要と認められる適切な指示を行わなければならな

い。 

第三 報告基準 

１ 監査人は、経営者の作成した中間財務諸表が、一般に公正妥当と認められる中

間財務諸表の作成基準に準拠して、企業の中間会計期間に係る財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているかどうかに

ついて意見を表明しなければならない。 

２ 監査人は、中間監査報告書において、監査人の意見、意見の根拠、経営者及び

監査役等（監査役、監査役会、監査等委員会又は監査委員会をいう。以下同じ。）

の責任、監査人の責任を明瞭かつ簡潔にそれぞれを区分した上で、記載しなけれ

ばならない。ただし、継続企業の前提に関する事項又は監査人が中間財務諸表の

記載について強調する必要がある事項及び説明を付す必要がある事項を中間監

査報告書において情報として追記する場合には、別に区分を設けて、意見の表明

とは明確に区別しなければならない。 

３ 監査人は、経営者が採用した会計方針の選択及びその適用方法、中間財務諸表

の表示方法に関して不適切なものがなく、中間財務諸表が有用な情報を表示して
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いると判断したときは、その旨の意見を表明しなければならない。この場合には、

中間監査報告書に次の記載を行うものとする。 

(1) 監査人の意見 

中間監査の対象とした中間財務諸表の範囲、及び経営者の作成した中間財務

諸表が、一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、中

間会計期間に係る企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示していると認められること 

(2) 意見の根拠 

一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った

こと、中間監査の結果として入手した監査証拠が意見表明の基礎を与える十分

かつ適切なものであること 

(3) 経営者及び監査役等の責任 

経営者には、中間財務諸表の作成責任があること、中間財務諸表に重要な虚

偽の表示がないように内部統制を整備及び運用する責任があること、継続企業

の前提に関する評価を行い必要な開示を行う責任があること 

 監査役等には、財務報告プロセスを監視する責任があること 

(4) 監査人の責任 

監査人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にあること 

 中間監査の基準は監査人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有

用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めていること、中間監査は分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ていることその他財務諸表の監査に係る監査手続との重要な相違、中間監査は

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討していること、中間監査の手続

の選択及び適用は監査人の判断によること、中間監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないこと、継続企業の前提に関する

経営者の評価を検討すること、監査役等と適切な連携を図ること 

４ 監査人は、経営者が採用した会計方針の選択及びその適用方法、中間財務諸表

の表示方法に関して不適切なものがある場合において、その影響が無限定意見を

表明することができない程度に重要ではあるものの、中間財務諸表を全体として

投資者の判断を損なうような虚偽の表示に当たるとするほどではないと判断し

たときには、除外事項を付した限定付意見を表明しなければならない。この場合

には、意見の根拠の区分に、除外した不適切な事項、中間財務諸表に与えている

影響及びこれらを踏まえて除外事項を付した限定付適正意見とした理由を記載

しなければならない。 
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５ 監査人は、経営者が採用した会計方針の選択及びその適用方法、中間財務諸表

の表示方法に関して不適切なものがあり、その影響が中間財務諸表全体として投

資者の判断を損なうような虚偽の表示に当たるとするほどに重要であると判断

した場合には、中間財務諸表が有用な情報の表示をしていない旨の意見を表明し

なければならない。この場合には、意見の根拠の区分に、その理由を記載しなけ

ればならない。 

６ 監査人は、中間監査に係る重要な監査手続を実施できなかったことにより、無

限定意見を表明することができない場合において、その影響が中間財務諸表全体

に対する意見表明ができないほどではないと判断したときには、除外事項を付し

た限定付意見を表明しなければならない。この場合には、意見の根拠の区分に、

実施できなかった監査手続、当該事実が影響する事項及びこれらを踏まえて除外

事項を付した限定付適正意見とした理由を記載しなければならない。 

７ 監査人は、中間監査に係る重要な監査手続を実施できなかったことにより、中

間財務諸表全体に対する意見表明のための基礎を得ることができなかったとき

には、意見を表明してはならない。この場合には、別に区分を設けて、中間財務

諸表に対する意見を表明しない旨及びその理由を記載しなければならない。 

８ 監査人は、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存

在する場合には、次のとおり意見の表明及び中間監査報告書の記載を行わなけれ

ばならない。 

(1) 継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるが、継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合において、継続企業の前提

に関する事項が中間財務諸表に適切に記載されていると判断して有用な情報

が表示されている旨の意見を表明するときには、当該継続企業の前提に関する

事項について中間監査報告書に記載しなければならない。 

(2) 継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるが、継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合において、継続企業の前提

に関する事項が中間財務諸表に適切に記載されていないと判断したときには、

当該不適切な記載についての除外事項を付した限定付意見を表明するか、又は、

中間財務諸表が有用な情報を表示していない旨の意見を表明し、その理由を記

載しなければならない。 

(3) 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して経

営者が評価及び対応策を示さないときには、継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められるか否かを確かめる十分かつ適切な監査証拠を入手できな

いことがあるため、中間監査に係る監査手続の範囲に制約があった場合に準じ

て意見の表明の適否を判断しなければならない。 

(4) 継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切でない場合には、

継続企業を前提とした中間財務諸表は有用な情報を表示していない旨の意見

を表明し、その理由を記載しなければならない。 
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９ 監査人は、次に掲げる強調すること又はその他説明することが適当と判断した

事項は、中間監査報告書にそれらを区分した上で、情報として追記するものとす

る。 

(1) 会計方針の変更 

(2) 重要な偶発事象 

(3) 重要な後発事象 

(4) 監査人が意見を表明した中間財務諸表を含む開示書類における当該中間財

務諸表の表示とその他の記載内容との重要な相違 


